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総合科学技術会議 重点分野推進戦略専門調査会 

環境研究開発推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 温暖化対策技術調査検討ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ 

第３回会合 議事概要 

 

日時：平成１７年８月２日（火）１３：００～１５：３０ 

 

場所：中央合同庁舎第４号館 共用第１特別会議室 

 

出席者（敬称略）： 

総合科学技術会議議員 薬師寺泰蔵 

ＷＧメンバー 茅陽一、松橋隆治、大下孝裕、太田健一郎、田坂一美（白井芳夫

氏の代理）、田井一郎、中村良和（滝谷善行氏の代理）、立花慶治、

筒見憲三、小野透（永広和夫氏の代理）、冨士原由夫、松村幾敏、

陽捷行、村上周三、村木茂、森田浩、山口耕二 

オブザーバー 本田国昭 

 

議題： 

(1) メンバーからの意見について 

(2) 全体討議 

(3) その他 

 

議事概要： 

○議題(1) 

陽委員、太田委員、立花委員及び村木委員が、資料 3-1-2、3-1-3、3-1-4 及び 3-1-5 に
基づき説明。その後の質疑応答は以下の通り。 
松橋：（太田委員のプレゼンに対し、）定置式の燃料電池は普及段階にあり、燃料電池自動

車は研究開発段階ということでよろしいか。 
太田：私の見方はそのとおり。自動車の研究開発は燃料電池の材料開発に依存するところ

が大きい。良い材料が出てくれば状況は一変するかもしれないが、楽観はできない。

また、燃料電池自動車は自動車会社が主体的に取り組んでおり、国の関与の必要

性について判断がいる。定置式は積極的な導入施策が必要。 
茅：（陽委員のプレゼンに対し、）メタンと亜酸化窒素の削減ポテンシャルの見積もりが少な

いように思われる。現在の政府の見積もりとの関係で、考え方に違いがあるのか。 
陽：私が示した日本のデータは１９９９年のもので、その後の数字は明確なものがない。メタ

ンについては農業生態系の問題が大きい。亜酸化窒素は、１９９９年はエネルギーに

ウェートがかかっているが、窒素肥料のウェートの方が大きいと考えている。 

参考資料４－３
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中村代理：（立花委員のプレゼンに対して、）分散型電源に対する電力会社の考え方を教え

て頂きたい。 
立花：分散型の定義は曖昧。太陽光と家庭用コジェネとでは考え方が違う。何故違うかと言

う理由は、エクセルギー（＝質を考慮したエネルギー概念）で考えて頂くのがよい。コ

ジェネの総合効率と火力の発電効率とを単純なエネルギー効率で比較するのが誤り

であることは、エクセルギーを用いると一目瞭然。化石燃料の正しい使い方は先ず質

の高いエネルギーである電気に可能な限り変換すること。その意味でＳＯＦＣは正しい

選択。コジェネはその上での話。 
太陽光は直流電源なのでインバータを介して交流系統に連系される。このような

分散型は同期化力（＝自ら電力系統を安定化する力）が無いという問題がある。これ

を解決して交流系統とハーモナイズすることは電力会社の担うべきことと考えてい

る。 
 
松村委員、田井委員及び山口委員が、資料3-1-6、3-1-7及び3-1-8に基づき説明。その
後の質疑応答は以下の通り。 
茅：（松村委員のプレゼンに対し、）ＧＴＬにしたときにＣＯ２が減るとのことだが、それは天然

ガス中に含まれるＣＯ２を回収する必要がないから減ると言うことか。 
松村：ＧＴＬは３０％くらい多くのエネルギーを消費するが、２０％のＣＯ２を原料とするので、

トータルでは既存技術より５％ＣＯ２が削減できる。原料に使う２０％のＣＯ２が燃料

に回るためＣＯ２排出が減るが、製品になったときにはトータルで５％しかＣＯ２削減

に寄与しないということ。 
 
大下委員、富士原委員及び大隅氏（茅主査の代理）が、資料 3-1-9、3-1-10、及び

3-1-11に基づき説明。 
 
○議題(2) 

茅：今後、温暖化対策技術の総合評価を行うため、作業チームで具体的な作業を進めるこ

とになるが、その作業についてポイントとなる有益なご意見をいただきたい。まず、最

初に作業チームを主導する松橋先生にコメントをお願いしたい。 
松橋：現在各省から温暖化対策技術シーズの基本的な情報をいただいた。それに加え、Ｗ

Ｇ、作業チームのメンバーや経団連からも同様の情報を提供頂いた。現在、ほぼ情報

が集まった状況で、これをどう評価に結びつけていくかを今後検討していく予定。作業

チームでの調査や評価作業を始める前にＷＧメンバーの皆さんからご意見をいただ

ければ、是非反映したい。 
立花：私の資料の３ぺージに WEC が採用したシステム的アプローチの為のマトリクスがあ

る。これは膨大な個別データを整理する際に役立つ。マトリクスに個別データを落とし
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込んでいくと、データが網羅的に集まっているかどうか、競合関係にあるのはどれかと

いったことがわかる。ただ、このマトリクスのエンドユースの部分は粗い整理になって

いるので、もう少し詳しく整理することが必要。 
太田：日本の場合、再生可能エネルギーで水素を製造するポテンシャルは小さいと考えら

れるが、世界的には色々な可能性がある。例えば、アルゼンチンのパタゴニア地方の

風を使うと１億ｋＷぐらいの発電ができるかもしれない。石油や天然ガスが世界中を流

通しているので、ＷＥ－ＮＥＴ構想のように水素を世界的に流通させることも可能性と

してある。 
本田：燃料電池に関して、定置式は普及段階にあるとのことだが、普及のためには２つの

アプローチが必要。１つは製造技術を進めていくこと。現状では大量生産によるコスト

ダウンだけでは本格的な普及に至らない。運転制御条件が厳しいので、運転ウィンド

ーを広くするための高性能なＭＥＡや触媒が必要。もう１つは、燃料電池やヒートポン

プ等のコジェネは熱と電気の負荷がある場所に入れて初めて省エネになるわけで、気

候条件や使用条件が多様な全国の１５００万世帯に一律には入り得ない。こうした点

を考慮した施策を打ち立てることが必要。 
村木：それぞれの技術を分類し評価することも重要だが、こうした技術がどのように使われ

ると一番効果的なのか、いかにうまく組み合わせて最大限に削減効果を発揮するか、

といったアプローチが重要。そうした視点での検討が、各要素技術を世の中でうまく活

用される流れにつながっていくと思う。 
田坂：移動体の燃料電池に関して、自動車メーカーは開発を進めているが、電解質膜の技

術や水素貯蔵技術などサイエンスの部分では国や公的研究機関や大学で基礎的な

研究が必要。 
山口：個別技術については２つの視点で整理すべき。１つは、５年、１０年先を見た応用・実

用技術と、それだけでは長期的な温暖化対策にはならないので、３０年後を見たよう

な基礎技術とを区別するということ。例えば、材料技術や評価技術などは国が長期的

に研究開発すべきもの。時間軸と分野を見た技術という視点で整理をお願いしたいの

が１点。 
    ２点目は、普及のための技術という視点。技術はあるが、普及しないために技術が

発展しないという問題があるので、普及させるための技術が重要。例えば、燃料電池

は貴金属を使用するが、回収技術があれば資源の枯渇にもならないし、コストアップ

にもならない。そういう意味で、普及のための技術も組み入れて頂きたい。 
陽：私の資料１ページの「人為的に排出された温室効果ガスによる地球温暖化への直接的

寄与度」というのがあり、これによると、現在は５５％が二酸化炭素ということだが、今

後二酸化炭素削減に伴いメタンや亜酸化窒素の割合が増大していくことが想定され

る。こうした対応を２０年後、３０年後にどうするかを検討頂くことも有意義である。 
立花：村木委員と山口委員の発言はシステム的なアプローチの重要性を指摘していたと思
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う。我々に与えられた命題はイノベーションを起こすために科学技術予算をどう配分

するかと言うことであるが、イノベーションとは技術的要素と社会システム的要素を組

み合わせて新しい社会を生み出すと言うことである。あまり個別の技術評価に陥らず

に、最終的な目的として新しい社会システムをどう構築するかといった視点で検討す

べき。 
松村：温暖化は地球規模の問題なので、ローテクかもしれないが、アジアなどにＣＤＭを使

って展開できる技術と言った視点も重要。また、自然エネルギーやバイオマス、ＧＴＬと

いったエネルギー確保の観点からのＣＯ２対策技術も１つの切り口として考えいただ

きたい。 
 
○議題(3) 

事務局から、以下の連絡を行い、閉会。 
 －議事概要は第２回のものとあわせてＷＧメンバーに確認頂いた上で次回ＷＧの配

布資料として公開する。 
 － 次回第４回会合は１０月頃を予定しており、作業チームでの検討結果をたたき台

に議論頂く。 
以上 

 


